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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第85期

第１四半期
連結累計期間

第86期
第１四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 5,435,006 5,549,294 22,381,349

経常利益 (千円) 269,329 219,565 985,151

四半期(当期)純利益 (千円) 206,312 190,051 673,598

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 674,199 △74,189 1,874,403

純資産額 (千円) 14,271,312 15,710,795 15,597,752

総資産額 (千円) 22,491,807 24,049,722 23,469,695

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 14.18 13.06 46.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ － －

自己資本比率 (％) 61.5 63.4 64.5
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費増税実施に伴う駆け込み需要の反動減が一部には見られ

ましたが、懸念されたほどの大きな影響はなく、政府による金融政策や経済政策の効果により企業収益や雇用情勢

が改善されたことで概ね回復基調で推移いたしました。世界経済におきましては、好調な米国、回復傾向の見られ

る欧州に対し、伸び悩みの目立つ新興国、という状況が続いております。

当社グループの主要取引先であります自動車業界は、消費増税後の反動減の影響を受け、販売台数も前年同期を

下回る状況となりました。海外におきましては、好調な北米市場が下支えとなり堅調に推移いたしました。産業機

械部品につきましては、国内景気と同様に回復基調で推移いたしました。

この様な環境の下、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は55億49百万円（前年同期比2.1%

増加）、営業利益は１億16百万円（前年同期比74.5%増加）、経常利益は２億19百万円（前年同期比18.4%減少）、

四半期純利益は１億90百万円（前年同期比7.8%減少）となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 可鍛事業

当セグメントにおきましては、国内の自動車販売量が増税後は一時的に減少いたしましたが、海外では北米を

中心に好調であったこと、また、産業機械部品の需要回復も好材料となり、当社グループでは、売上高は53億48

百万円（前年同期比1.6%増加）、セグメント利益（営業利益）は３億30百万円（前年同期比12.8%増加）となり

ました。

② 金属家具事業

当セグメントにおきましては、新商品開発や拡販活動に継続して取り組んでまいりました結果、当社グループ

では売上高は２億１百万円（前年同期比14.8%増加）、セグメント損失（営業損失）は２百万円（前年同期はセ

グメント損失３百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間の総資産は240億49百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億80百万円増加いたし

ました。主な要因は、現金及び預金の増加などにより流動資産が３億37百万円増加したこと、また建物及び構築物

及びその他（建設仮勘定など）が減少しましたが、その他（退職給付に係る資産など）の増加などにより固定資産

が２億42百万円増加したことによるものであります。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ４億66百万円増加し、83億38百万円となりました。主な要因は、賞与引当

金が減少しましたが、その他（未払費用及び未払消費税など）の増加などにより流動負債が４億33百万円増加し、

長期借入金及び役員退職慰労引当金が減少しましたが、その他（繰延税金負債）の増加などにより固定負債が33百

万円増加したことによるものであります。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ１億13百万円増加し、157億10百万円となりました。主な要因は、為替

換算調整勘定が減少したものの、利益剰余金が増加したことによるものであります。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は８百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 15,400,000 15,400,000
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株
であります。

計 15,400,000 15,400,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 15,400,000 ― 1,036,000 ─ 435,439
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   850,900

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,543,400 145,434 ─

単元未満株式 普通株式     5,700 ― ─

発行済株式総数 15,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 145,434 ―
 

(注) 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
中央可鍛工業株式会社

名古屋市中川区
富川町三丁目１番地の１

850,900 ─ 850,900 5.52

計 ― 850,900 ─ 850,900 5.52
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,229,121 2,616,366

  受取手形及び売掛金 4,518,338 4,443,704

  電子記録債権 349,926 320,402

  有価証券 503,036 503,080

  商品及び製品 704,353 723,587

  仕掛品 409,516 392,956

  原材料及び貯蔵品 496,799 498,594

  その他 387,449 437,216

  流動資産合計 9,598,541 9,935,908

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,084,671 2,000,931

   機械装置及び運搬具（純額） 5,265,821 5,209,027

   工具、器具及び備品（純額） 399,301 396,315

   その他（純額） 1,659,372 1,567,581

   有形固定資産合計 9,409,166 9,173,856

  無形固定資産   

   その他 134,058 175,083

   無形固定資産合計 134,058 175,083

  投資その他の資産   

   その他 4,395,362 4,831,334

   貸倒引当金 △67,433 △66,460

   投資その他の資産合計 4,327,928 4,764,874

  固定資産合計 13,871,154 14,113,814

 資産合計 23,469,695 24,049,722
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,606,251 3,603,026

  短期借入金 156,420 149,490

  1年内返済予定の長期借入金 358,520 357,750

  未払法人税等 72,025 112,341

  賞与引当金 258,614 66,712

  その他 1,097,180 1,693,247

  流動負債合計 5,549,012 5,982,568

 固定負債   

  長期借入金 1,341,640 1,238,975

  役員退職慰労引当金 154,414 102,085

  環境対策引当金 38,383 38,383

  退職給付に係る負債 70,311 74,333

  その他 718,181 902,581

  固定負債合計 2,322,930 2,356,358

 負債合計 7,871,943 8,338,927

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,036,000 1,036,000

  資本剰余金 574,392 574,392

  利益剰余金 11,601,490 11,981,906

  自己株式 △282,630 △282,686

  株主資本合計 12,929,252 13,309,611

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 614,622 633,700

  為替換算調整勘定 1,422,518 1,154,986

  退職給付に係る調整累計額 184,481 171,700

  その他の包括利益累計額合計 2,221,623 1,960,387

 少数株主持分 446,876 440,796

 純資産合計 15,597,752 15,710,795

負債純資産合計 23,469,695 24,049,722
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 5,435,006 5,549,294

売上原価 4,869,938 4,914,647

売上総利益 565,068 634,646

販売費及び一般管理費 498,364 518,190

営業利益 66,703 116,456

営業外収益   

 受取利息 5,226 628

 受取配当金 15,326 20,717

 持分法による投資利益 42,431 117,112

 為替差益 108,811 －

 その他 36,719 26,556

 営業外収益合計 208,515 165,015

営業外費用   

 支払利息 5,639 5,697

 為替差損 － 47,481

 その他 250 8,727

 営業外費用合計 5,889 61,906

経常利益 269,329 219,565

特別利益   

 固定資産売却益 129 －

 特別利益合計 129 －

特別損失   

 固定資産除却損 442 1,626

 特別損失合計 442 1,626

税金等調整前四半期純利益 269,016 217,938

法人税、住民税及び事業税 118,980 107,663

法人税等調整額 △60,329 △76,753

法人税等合計 58,651 30,910

少数株主損益調整前四半期純利益 210,365 187,028

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4,053 △3,022

四半期純利益 206,312 190,051
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 210,365 187,028

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 97,937 19,096

 為替換算調整勘定 230,945 △166,537

 退職給付に係る調整額 － △12,781

 持分法適用会社に対する持分相当額 134,951 △100,994

 その他の包括利益合計 463,833 △261,217

四半期包括利益 674,199 △74,189

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 669,740 △71,185

 少数株主に係る四半期包括利益 4,458 △3,004
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【注記事項】

(会計方針の変更)

 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間

に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が404,410千円増加し、利益剰余金が263,109

千円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微でありま

す。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 

　１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

みづほ金属工業(株)  80,000千円 みづほ金属工業(株) 70,000千円
 

 

　　２ 当座貸越契約及びコミットメントライン

当社グループは、運転資金の効率的な調達を目的として、９取引金融機関と当座貸越契約及びコミットメントラ

イン契約を締結しております。これらの契約に基づく当四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

当座貸越極度額及び
コミットメントライン契約の総額

4,850,000千円 4,850,000千円

借入実行残高 ─ ─

差引額 4,850,000 4,850,000
 

 

　　３ 財務制限条項等

コミットメントライン契約には、「借入人は各事業年度末日における連結貸借対照表における純資産の部の合計

金額を直近の事業年度末日における連結貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％以上を維持する」旨の財

務制限条項が付されております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 293,943千円 331,767 千円
 

 

(株主資本等関係)

 

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 58,196 4 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 72,745 5 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２可鍛事業 金属家具事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,259,822 175,184 5,435,006 ― 5,435,006

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,259,822 175,184 5,435,006 ― 5,435,006

セグメント利益又は損失(△) 292,982 △3,827 289,155 △222,452 66,703
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△222,452千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２可鍛事業 金属家具事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,348,087 201,206 5,549,294 ― 5,549,294

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,348,087 201,206 5,549,294 ― 5,549,294

セグメント利益又は損失(△) 330,631 △2,606 328,024 △211,568 116,456
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△211,568千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

14/17



 

(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 14円18銭 13円06銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 206,312 190,051

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 206,312 190,051

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,549 14,548
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

15/17



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成26年８月８日
 

中央可鍛工業株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   原   田   誠   司   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   内   山   隆   夫   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央可鍛工業株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から

平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央可鍛工業株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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